


























































































































































































（注） 1. 各年とも3月末現在の全用途平均  
















































































































































































































政令指定都市 460 185 84 72 23 83 1.16
構成比(%) 100.0% 40.3% 18.3% 15.7% 4.9% 17.9%
中核市 395 154 70 62 44 70 1.13
構成比(%) 100.0% 39.1% 17.7% 15.6% 11.2% 17.7%
その他の市 449 138 61 61 89 66 1.01
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〔抄　録〕
近年わが国では地方圏を中心に地価の下落が続いており，それに伴い固定資産税の税収
が減少傾向にあることから，その地位を他の税に譲りつつあるとの見方がある。
本論文では，改めて固定資産税の役割を見直すことを目的として，わが国の地方税制度
を念頭に置きながら，地方基幹税としての固定資産税のあり方について検討した。
全ての地方自治体は所与の行政区画（土地）を基盤としており，そこで提供される地方
公共サービスは地理的な影響を受けている。このような地方公共サービスの費用を賄う財
源として，固定資産に対する課税は応益性の観点から不可欠であると思われる。
わが国では，大都市では土地の評価が低く，結果として固定資産税の負担は軽減されて
いることから，わが国の地方税制度は企業や労働の立地選択に対して中立的ではなく，む
しろ大都市への立地を促進する状況となっている。
このように考えれば，本論文で検討したように，「平均的な都市」を基準に地方財政を想
定し，そこで必要な地方税収を算定する中で固定資産税制度を見直すという条件は，わが
国において地方税制度を再構築するための一つの基準となるものと考えられる。
